
農業関連施策の効果的な実施
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【南相馬市鶴谷地区の事例】
・圃場整備による農地の大区画化後、改正福島復興再生特別措置法に
基づく県計画により、大規模な農業法人（２法人）に、地域内の農
地面積75.3ha（農地所有者70名）を集積・集約化

これまでの施策の成果

（単位：ha）
営農再開面積（目標）

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R7

○営農再開に向けた集出荷施設等農業用施設の整備
（福島再生加速化交付金）

○営農再開面積の推移
（福島県営農再開支援事業、原子力被災12市町村農業者支援
事業等）

〇圃場整備を通じた農地の担い手への集積・集約化
（福島再生加速化交付金）

○生産と加工が一体となった高付加価値産地の展開
（福島県高付加価値産地展開支援事業）

１

パックご飯工場（楢葉町）カット野菜工場（富岡町）

・キャベツのカット製品（県内、首
都圏量販店に出荷）と、誘致し
た法人によるキャベツ生産

・除染後の農地の保全管理、作付実証、鳥獣被害防止対
策、地力の回復などの営農再開に向けた準備、再開に必要
な農業用機械の導入の支援により着実に再開が進展

R6
注：R6の面積は、福島県からの聞き取りによる暫定値

12市町村産米のパックご飯
海外向け販路拡大も計画
（昨年、スペインに輸出）

【R2～4】
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震災前（H18） 現在（R5）
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双葉町 R2.3.4
大熊町 H31.4.10
浪江町 H29.3.31
富岡町 H29.4.1
飯舘村 H29.3.31
葛尾村 H28.6.12

川俣町（山木屋地区）H29.3.31
南相馬市 H28.7.12
楢葉町 H27.9.5
川内村 H26.10.1

田村市（都路地区）H26.4.1
広野町

今後の課題及び方向性

【方向性】
 昨年10月、福島県、JAグループ福島が「避難地域12市町村農業の復興・創生に向けたビジョン」をとりまとめ、高収益作物や
先端技術の導入による省力的かつ儲かる農業を実現、多様な担い手を確保しつつ、個々の生産を市町村を越えた広域的な
産地として持続的な発展を図ることを打ち出し。

約5割

２

【今後の課題】

市町村毎の営農再開率（令和6年3月末時点）

避難指示解除が遅く再開が遅れている地域
農業産出額は震災前の５割

単位：％

単位：億円

営農休止面積の中には、特定復興
再生拠点区域や特定帰還居住区
域、帰還困難区域が含まれている。
※「被災12市町村農業の復興・創生に
向けたビジョン」より

営農休止面積 ① 17,298ha

帰還困難区域の農地 ② 2,688ha

特定復興再生拠点区域
の農地 ③

966ha

避難指示が解除されて
いない帰還困難区域の
農地 ④＝②ー③

1,702ha

うち特定帰還居住区
域の農地面積 ⑤

939ha

販売農家数は震災前の3割
※「被災12市町村農業の復興・創生に
向けたビジョン」より
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震災前（H22） 現在（R2）

単位：戸

農林水産省「農林業センサス」農林水産省「生産所得統計」福島県農業振興課調べ
（R6.7月市町村からの聞き取り）



（参考）農業復興・営農再開に関する復興特会の施策
【事業名】 【事業内容】

福島県営農再開支援事業
（平成24年度（補正）～）

福島再生加速化交付金 うち営農再開への支援
（平成25年度（補正）～）

農地の保全管理、地力回復など営農再開準備に向けた支援

営農再開促進のための基盤整備・水利施設整備、農地の畦畔
除去による区画拡大、暗渠排水整備、帰還する農業者のための
市町村による施設整備・機械導入

原子力被災12市町村農業者支援事業
（平成28年度（補正）～）

福島県農林水産業復興創生事業
（平成29年度（当初）～）

営農再開に向けた、機械・施設導入を個別農業者向けに直接支
援

国内外の販売促進、放射性物質の検査等への支援、流通実態
調査の実施

福島県高付加価値産地展開支援事業
（令和３年度（当初）～）

福島国際研究教育機構関連事業
（令和５年度（当初）～）

広域的産地形成に必要な生産資材・機械・施設導入支援

被災地域の担い手不足等の課題解決に向けた、福島国際研究
教育機構（F-REI）が取り組むスマート農業技術等の研究開
発・実証を支援
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